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図1　SSHの類型について

○先導的改革期
卓越した研究開発を実施
することで科学技術人材
育成システムを先導

○認定枠
科学技術人材育成の全国的な
モデルとしてこれまでの研究
開発の成果を基にした多様な
実践活動を展開・普及

○重点枠
科学技術人材の育成に係る
更なる取組を実施

○基礎枠
自然科学を主とする先進的な理数系教育に関す
る研究開発を実施し、将来のイノベーションの
創出を 担う科学技術人材の育成を目指す。

○文理融合基礎枠
社会の諸課題に対応するため、自然科学の「知」
と人文・社会科学の「知」との融合による「総
合知」を創出・活用した先進的な理数系教育に
関する研究開発を実施し、将来のイノベーショ
ンの創出を担う科学技術人材の育成を目指す。開発型（Ⅰ期）

実践型（Ⅱ期）

実践型（Ⅲ期）

実践型
（Ⅳ期）
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SSH事業は平成14年度（2002年度）から開始し、これ

まで数度の枠組み、支援メニューの改正を経て現在に至

る。現行制度は大きく「基礎枠」及び「文理融合基礎枠」の2

つの類型があり、1期当たり5年間で指定を受ける（図1）。

指定校は、新規性のある教育課程等の研究開発を実施する

「開発型（原則Ⅰ期）」からスタートし、各期移行時の審査を

経て、「実践型（Ⅱ期～Ⅳ期）」にかけて研究開発を段階ごと

に発展させながら実践していく。Ⅳ期を終了した指定校

については、科学技術人材育成におけるシステム上の課題

を自ら設定し、当該課題に挑戦する意欲的な研究開発を実

施する「先導的改革期」へ移行する途があり、卓越した研究

開発を実施することで科学技術人材育成システムを先導

することが期待されている。また、Ⅲ期目を終えている指

定校については、全国的なモデルとしてこれまでの実践活

動を展開・普及する「認定枠」へ移行する途もある。

SSH指定校は、大学や民間企業、研究機関等と連携した

課題研究の実施、フィールドワーク、海外の高校・大学等と

の連携等、先進的な理数教育の研究開発に必要な費用とし

て、年間600万円～1200万円の財政支援を受けることが

できる。また、基礎枠、文理融合基礎枠及び認定枠の指定校

は、それぞれの取組に加え、高大接続、広域連携、海外連携、

革新共創に係る取組を実施し、支援の必要性が認められた

場合、「科学技術人材育成重点枠」の指定校として、年間

500万～3000万円の財政支援を追加で受けることがで

きる。

成果としてまず挙げられるのは、優れた科学技術人材の

輩出であろう。詳しくは「SSH卒業生活躍事例集※1」をご

覧頂きたいが、非常に多くのSSH指定校の卒業者が、国内

外の企業、研究所、大学等において第一線の研究に従事し

ている。また、SSH事業においては、生徒を各種科学技術・

理数系コンテストやコンクールへ出場させることを奨励

しているが、国際科学オリンピック国内大会参加者の約3

分の1、ISEF（課題研究型国際コンテスト）に出場した日本

代表生徒の約5割がSSH指定校の生徒である（令和元年度

時点）。さらに、SSHの取組は生徒の進路選択にも影響を

与えており、理系分野の大学進学、修士・博士課程への進学
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具体のイメージを持っていただくために、特色ある 

SSH 活動の事例を紹介したい。鹿児島県立国分高等学校

は、鹿児島県霧島市にあるⅡ期2年目のSSH指定校である。

国分高校においては、“自走する科学系イノベーター”の育

成に向けて、「自己調整学習」の視点を指導や探究活動に導

入している。課題に対して粘り強く自ら調整しながら活

動する自律的学習者を育てるために、教員間で自己調整学

習について共通認識を持ち、探究活動や授業の指導方法の

研究を行いながら、「自己観察」、「自己判断」、「自己反応」の

過程を意識したカリキュラム・マネジメントを推進してい

る。普通科と理数科の３年間のカリキュラムを概ね同一

にした文理混合でのSSHの全校体制をとっており、理数科

の全生徒が所属する「サイエンス部」と普通科の生徒の多

くが所属する「自主ゼミ」の相互作用により、科学コンテス

ト、オリンピック等の大会で多くの入賞者を輩出する等成

希望が通常の高等学校の生徒より高くなっている。

SSH事業は、先進的な科学技術人材育成に資する理数系

の教育課程等の改善に資する実証的資料を得るとともに、

その成果を他の高等学校等における理数系教育に波及さ

せることも目的としている。SSH指定校において取り組

まれてきた教育課程を基にして、平成30年3月に告示さ

れた現行の高等学校学習指導要領において教科「理数科」

とその科目「理数探究基礎」及び「理数探究」が新設された。

SSH事業の近年の動向について話を移したい。SSH指

定校の数は、制度開始年度である平成14年の26校から開

始し、平成25年度に200校を超え、令和6年度は225校。

全都道府県に1以上存在するが、特に関西方面の府県にお

いて指定校が多い（図2）。225校の内訳は、Ⅰ期が33校、

Ⅱ期が35校、Ⅲ期が83校、Ⅳ期が44校、先導的改革期が

15校、認定枠が15校となっている。

事業概観

取組の成果

近年の動向

SSH指定校の実践事例

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）事業による
理数系人材の育成について

山本 悟（やまもと さとる）

文部科学省初等中等教育局教育課程課課長補佐
2007 年、文部科学省入省。入省後、教科書検定、
修学支援、生徒指導等の業務を担当。その他、オー
ストラリア連邦政府教育訓練省派遣（2015 年度）、
鹿児島県教育庁義務教育課長（2018 ～ 2020 年
度）等を経て 2023 年度より現職

文部科学省では、将来の国際的な科学技術人材の育成を図るため、科学技術、理数系教育に関する研究開発等を行う高等学校等を
「スーパーサイエンスハイスクール（SSH）」に指定し、先進的な理数系教育の推進を図っている。その現状についてご寄稿頂いた。

による新たな価値創出
データサイエンス（DS）教育の最前線
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100万人当たりの博士号取得者数についての日本の遅れ

がある。米国や韓国は2000年度には日本と同程度であっ

たが、現在では日本の倍以上の値となっている。

即ち日本は、初等中等教育段階では国際的にもトップレ

ベルの理数系分野のリテラシーを維持しているものの、意

欲・関心等の学習面の動機付けが不十分であること等も影

響し、高等教育段階の理数系人材育成につなげることがで

きていない。こうしたことから、特に後期中等教育から高

等教育段階における理数系の教育を、社会の趨勢に合わせ

てより発展・充実させていくことが求められている。

上記の課題を踏まえ、文部科学省においては、デジタル・

グリーン等の成長分野をけん引する高度専門人材の育成

に向けて、意欲ある大学・高専が成長分野への学部転換等

の改革を行う際の支援基金を創設し、大学の学部再編等、

高度情報専門人材の確保を促進している。そして、大学教

育段階で、デジタル・理数分野への学部転換が進む中、高等

学校段階におけるデジタル等成長分野を支える人材育成

の抜本的強化に向けて、令和5年度補正予算により、高等学

校DX加速化推進事業（DXハイスクール）をスタートさせ

る。本事業は、情報、数学等の教育を重視するカリキュラ

ムを実施するとともに、ICTを活用した文理横断的・探究的

な学びを強化する高等学校等に対して、そのために必要な

環境整備の経費を、1000万円を上限に、高等学校全体の約

2割に当たる1000校程度を対象に支援を行うものである。

（なお、DXハイスクールとSSHは、SSH事業が将来のイノ

ベーションの創出を担い、国際的に活躍し得るトップレベ

ルの科学技術人材を育成することを目的とし、理数系教育

に係る先行研究を高等学校全体の約5％を対象に実施する

ものであるため、目的と対象が異なることに留意が必要で

ある）。

現在各方面から、SSH校と他校との交流機会、取組や成

果の共有等、国や管理機関による支援の充実が求められて

いるところであり、上記で述べた現在の科学技術人材育成

をめぐる状況に対応するため、近年、以下に挙げる新たな

枠組みを創設する等して改善を図ってきている。

・ 卓越した研究開発を実施することで科学技術人材育成

システムを先導する「先導的改革型」を、Ⅳ期以降の枠組

みとして令和2年度より創設。

・ 科学技術人材育成の全国的なモデルとしてこれまでの

研究開発の成果を基にした多様な実践活動の展開・普及

を図る「認定枠」を、令和4年度より創設（基礎枠としての

財政支援は行われない）。

・ 社会の諸課題に対応するため、自然科学の「知」と人文・

社会科学の「知」との融合による「総合知」を創出・活用し

た先進的な理数系教育に関する研究開発を実施し、将来

のイノベーションの創出を担う科学技術人材の育成を

目指す「文理融合基礎枠」を、令和6年度より創設。

長年継続しているSSHの課題の一つとして、3年次の研

究活動が大学受験のために縮小モードになるということ

がある。近年、SSH指定校における研究活動の成果や学業

成績等を基にした入学者選抜を行う大学も増えてきてい

るが、こうした特色ある入学者選抜を行う大学が増えてい

くことを強く期待する。そのためには、SSH校やその管理

機関が積極的に高等教育機関側にアプローチを行い、人材

育成の理念を説明していくこと、協力を依頼することが必

要であることは言うまでもないが、高等教育機関にも、

SSH指定校に入学し主体的に先端的な科学研究を経験し

ている生徒が、円滑に大学等における教育・研究活動にシ

フトしていけるよう、高大接続の取組をぜひ、教育委員会

や高校と手を取りながら進めて頂きたい。SSHを経験し

た高校生は、イノベーションによりわが国の未来を切り拓

く人材となる。文部科学省としては、その人材育成をこれ

からも引き続き、全国の高等学校及び高等教育機関と共に

推進していきたい。

果を上げている。また、霧島ジオパーク、屋久島、奄美大島

といった、火山・希少生物が近くで観察できる恵まれた自

然環境や、高度技術関連企業や研究所が集まる立地を生か

しながら、生徒が質の高い課題研究を主体的に実践してい

る。さらに、鹿児島大学理学部との間で単位先行取得制度

を創設し、高大接続を推進するとともに、マレーシアや他

県の高校生、JICA研修員との英語による課題研究の交流

の実施等、国際性の涵養にも力を入れている。

SSH事業は先進的な理数系教育により創造性豊かな科

学技術人材を育成するものであるが、わが国が現在抱える

課題から、その必要性が一層高まりつつある。

まず、初等中等教育段階における理数系教科の学習到達

度についてであるが、わが国は諸外国の中でトップレベル

の水準を維持している一方で、意欲・関心の観点では、理数

系の学習が「楽しい」と感じる児童生徒の割合は、諸外国と

の比較では低くなっている。国際数学・理科教育動向調査

（TIMSS2019）においては、小学校は58カ国・地域中、算

数は5位、理科は4位であり、中学校は39か国・地域中、数

学は4位、理科は3位であった。OECD生徒の学習到達度

調査（PISA2022）においては、義務教育修了段階の15歳

の生徒に関して、OECD加盟国（37か国）中、科学的リテラ

シー及び数学的リテラシー共に1位であった。一方で、

TIMSS2019において算数・数学、理科の勉強が「楽しい」

と答えた小中学校児童生徒の割合は、小学校の理科を除

き、国際平均を下回る。また、PISA2015の生徒の質問調

査では、「科学の楽しさ」、「探究を基にした理科の授業に関

する生徒の認識」に係る指標は、共にOECD平均を下回る。

次に、科学技術人材育成をめぐる重大な課題として、理

工系分野の大学入学者数が減少傾向にあることが挙げら

れる。2000年以降、大学の入学者数全体は横ばいで推移

しているのに対し、理工系学科への入学者割合は減少傾向

にある。諸外国との比較においても、大学の自然科学（理

系）分野の学問を専攻する学生の割合について、米国

38％、韓国42％、ドイツ42％、英国45％に対して、日本

は35％に留まる。近年、多くの諸外国が大学の理工系学

生数を増やす中、日本では微減している。

最後に、自然科学（理系）分野に限定されないが、人口

※ 1　https://www.jst.go.jp/cpse/ssh/ssh/public/pdf/alumnipamphlet.pdf

図2　都道府県別指定校数（令和 6 年度）
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日本の科学技術人材育成をめぐる状況

理系人材の育成に向けた施策

新たな枠組みの創出

課題はSSH事業の高大接続

https://souken.shingakunet.com/publication/collegemanagement/



